一般競争入札公告

一般競争入札を次のとおり実施する。
令和　7年　7月 18日

社会福祉法人三環舎
理事長　向井　扶美

１．入札に付する事項
（１）工 事 名 　　障がい者グループホーム　みどりが丘　新築工事
（２）工事場所 　  鹿児島県奄美市名瀬浦上町42番6の一部
（３）工事概要
ア．構造 　　 木造
イ．階数 　　 2階建て
ウ．延床面積  330.90㎡
（４）工   期     令和8年2月28日

２．一般競争入札執行形態に関する事項
（１）本工事は、単体施工方式で行うものとする。
（２）本工事は、事後審査型一般競争入札で行うものとする。
（３）本工事は、入札参加申込書等の提出で行うものとする。

３．入札に参加するものに必要な資格
鹿児島県建設工事入札参加資格審査要綱に基づく知事の入札参加資格審査を受け、入札参加資格を有すると認められた者であって、次に掲げる要件を 全て満たしていること。
（１）地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
（２）入札に付する工事と同種又は類似の工事の施工実績がある者（現場代理人もその実績のあるものとする。）
（３）鹿児島県における建設工事指名競争入札参加資格を有する者のうち、建築一式工事に関し格付を受けた者であること。
（４）監理技術者資格者証（建築）の交付を受け、かつ、監理技術者講習修了証等により過去５年以内に監理技術者講習を受講したことが認められる一級建築士又は一級建築施工管理技士（国土交通大臣が同等以上の能力を有するものと認定した者を含む。）で直接的かつ恒常的な雇用関係にあるものを本工事に専任で配置できる者であること。
（５）入札参加申込書等の提出期限の日から本工事落札決定の日までの間に、鹿児島県建設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱の規定による指名停止を受けている者でないこと。
（６）本工事に係る設計業務等の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関連がある者でないこと。
（７）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされた者であって、手続開始の決定後、経営事項審査を受けた者のうち、更生計画又は再生計画が認可された者を除く。
（８）建設業法第３条に規定する営業所のうち、営業所を奄美市に有するものであること。
（９）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずる者として、鹿児島県発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

４．入札参加申込み
（１）入札に参加しようとする者は次により入札参加の申込みをしなければならない。
ア．提出書類 　入札参加申込書（様式第１），登録通知書等（写）　※2部提出
イ．書類配布及び提出先
社会福祉法人三環舎  あしたば園
鹿児島県奄美市名瀬大字西仲勝314番地6　
電話：0997-55-7088/ FAX：0997-55-7078　E-mail：ashitaba@rice.ocn.ne.jp
ウ．提出方法 持参
エ．提出時期 令和7年7月22日（火）から同年7月30日（水）（土日を除く）までの
午前９時から午後５時までとする。
オ. 受 付  ４の（１）のイにて受付印を捺印した時点で入札参加資格を得たものとす
る。
（２）入札参加申込書を提出した者でなければ、入札に参加することができない。
５．図面等の配布及び質疑応答
本工事に係る図面及び仕様書は次のとおり配布する。
（1） 配布期間 令和7年7月22日（火）から同年7月30日（水）（土日を除く）まで　　
の午前９時から午後５時までとする。
（2） 配布場所 ４の（１）のイに同じ
（3） 図面等に対して質問がある場合には、質問事項を記載した書面（様式第4）
データを電子メールにて送信しなければならない。
ア．受付期間 令和7年7月22日（火）から令和7年7月30日（水）午後5時まで
イ．メールアドレス 　４の（１）のイに同じ
（４）（３）に対する回答は、令和7年8月1日（金）中に電子メールにて送信する。

６．入札の方法等
（１）入札日時 　令和7年8月5日（火）午後4時
（２）入札場所 　４の（１）のイに同じ
（３）入札書記載金額
[bookmark: _Hlk58066264]落札決定にあたっては、入札書（別記様式第1号，別記様式第２号。以下同じ。）に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札に参加するものは、その構成員が消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。
（４）工事内訳書（別記様式第3号）を提出すること。
（５）委任状の様式は任意。（代理人による入札の場合）
（６）入札は再々入札までとする。
　
７．現場説明会
 実施しない

[bookmark: _Hlk202457823]８．入札保証金及び契約保証金
（１）入札保証金　 免除する。
（２）契約保証金 
    　契約金額が500万円を超える場合は契約金額の100分の10以上とし、契約金額が
500万円以下の場合は免除する。
契約保証の手段は次の各号のいずれかとする。
なお、契約保証金は、契約履行後還付する。
ア．契約保証金（現金）
イ．銀行等の保証
ウ．履行保証保険契約の締結

９．入札の無効
次の（１）から（８）までのいずれかに該当する入札は、無効とする。
（１）入札に参加するものに必要な資格のないもののした入札
（２）入札参加申込書を提出していない者又は虚偽の入札参加申込みをした者のした入
　　　札
（３）２以上の入札書(代理人として提出する入札書並びに入札参加者が提出した入札書を含む)による入札
（４）入札金額が加除訂正されている入札書による入札
（５）入札要件（入札金額、工事名、工事場所及び氏名）の判明できない入札書、入札金額以外の記載事項の訂正に押印のない入札書又は入札者の押印のない入札書による入札
（６）記載した文字を容易に消字することのできる筆記用具を用いて記載した入札書による入札
（７）民法第９５条に規定する錯誤による入札であると入札執行者が認めた場合の入札
（８）その他入札に関する条件に違反したと認められるもののした入札

１０．落札者の決定の方法
（１）落札候補者の決定
開札後、落札決定を保留し、有効な入札書を提出した者で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格（最低制限価格を設定している場合は、最低制限価格以上で予定価格の範囲内の最低の価格）をもって入札した者（以下「最低価格入札者」という。）を落札候補者とする。この場合において最低入札価格者が２人以上あるときは、くじにより落札候補者を決定する。
（２）落札候補者の入札参加資格の確認
（１）により落札候補者に決定された者は、３の資格（以下「入札参加資格」と
いう。）を有することの確認を受けるため、申請書等を次の提出場所、提出時期
及び提出方法により提出しなければならない。
提出場所 　４の（１）のイに同じ
提出時期 　落札候補者に決定された日から令和7年8月7日（木）までの午前９
　　　　　 時から午後５時までとする。
提出書類 　事後審査型制限付き一般競争入札参加資格確認申請書（様式第2）
　　　　　 誓約書（別記様式(第6条関係)）
自己及び自社の役員等の名簿（別記様式(第6条関係)別紙）
　　　　　 代表者身分証明書（本籍地市区町村発行）
           名称等調書（添付書類1(様式第2関係)）
施工実績調書（添付資料2(様式第2関係)）
専任配置予定の技術者等調書（添付資料3(様式第2関係)）
提出方法 　提出場所に持参
（３）落札者の決定
ア．落札候補者に入札参加資格が有ると認めたとき
社会福祉法人三環舎は（２）の確認の結果、落札候補者に入札参加資格が有ると認めたときは（様式5）、当該落札候補者を落札者と決定し、その旨を当該落札候補者に（様式第６（落札者用））及びその他の入札参加者に(様式第７(入札参加者用) )通知する。
イ．落札候補者に入札参加資格が無いと認めたとき
社会福祉法人三環舎は（２）の確認の結果、落札候補者に入札参加資格が無いと認めたときは、有効な入札書を提出した者のうち、予定価格の制限の範囲内で当該落札候補者の次に低い価格をもって入札した者から順次に新たな落札候補者を決定し、入札参加資格が有ると認めた者を落札者とする。
　　　　
１１．入札参加資格が無いと認めたものに対する理由の説明
（１）１０の（２）の確認の結果、入札参加資格が無いと認められた者は、１０の（３）のイの通知を受けた日の翌日から起算して２日以内（土日を除く。）に社会
福祉法人三環舎に対して書面により入札参加資格が無いと認めた理由の説明を
求めることができる。
（２）社会福祉法人三環舎は、（１）の説明を求められたときには、説明を求めることができる期限の日の翌日から起算して７日以内（土日祝日を除く。）に当該説明を求めたもの（以下「説明請求者」という。）に対して、書面により回答する。この場合において、１０の（３）のイの新たな落札候補者の入札参加資格の確認は、説明請求者に対する回答を決定するまで中断する。
（３）社会福祉法人三環舎は、説明請求者に入札参加資格が有ると認めたときは、入札参加資格が無いと認めた旨の通知を取り消し、当該請求者を落札者とする。
（４）１０の（３）のイにより、新たな落札候補者となった者が、入札参加資格が無いと認められた場合も（１）から（３）までと同様とする。

１２．最低制限価格
設定する。

１３．契約書案等の提出
落札者は、落札決定通知を受けた日から７日以内に、記名押印した契約書案並
　　　　びに工程表等を提出しなければならない。
（落札者の提出する契約書案等について 別紙１）

１４．入札及び契約に関する問い合わせ先
４の（１）のイに同じ



別紙1

落札者の提出する契約書案等について


　〇提出書類一式

1 　建築工事請負契約書　2部　
2 　着工届　　　　　　　1部
3 　課税事業者届出書　　1部
4 　火災保険証券　　　　1部
5 　工程表　　　　　　　2部
6 　現場代理人等選任通知書　2部
7 　配置予定の監理技術者・主任技術者（3カ月以上の雇用関係）保険証の写し　1部
8 　誓約書　1部
9 　８．入札保証金及び契約保証金の（２）に定める契約保証金



　※注意事項
　　・契約書は全ページ上部余白に捨印を押印し、割印の漏れが無いようにすること
（割印：袋とじの場合は最初と最後のページのみ）
　　・全ての提出書類の余白に捨印を押印してください。
　　・金額は、一金・・・・・・・円也　と表示してください。
　　・契約日は落札決定通知のあった日付とします。
